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2019 年度 経済産業省予算発表 
 経済産業省の 2019 年度予算額は約 1 兆 2000 億円計上されました。加えて臨時・特別の措置として、

ポイント還元事業が約 2,798 億円、商店街活性化に約 50 億円、国土強靱化関連に約 656 億の予算を

計上しています。 

 

 

●防災・減災、国土強靱化 関連： 656 億円 

 近年の豪雨、高潮、暴風・波浪、地震、豪雪など、気候変動の影響等による気象の急激な変化や自然

災害の頻発化しています。このような自然災害に事前から備え、国民の生命・財産を守る防災・減災、

国土強靱化対策が必要です。今回「臨時・特別措置」の中で、エネルギー供給関連施設等における自家

発電設備・蓄電池などの整備、耐震化・強靱化対策に予算をあてることになります。 

［具体的なエネルギー関連の施策］ 

1. 自家発電拠点の整備 

災害時の石油製品の安定供給体制を確保するための渠底整備。災害対応能力強化の為の人材育成

や研修を行う為の支援を行います。 

2. 社会的重要インフラ整備・燃料備蓄 

避難所や病院といった等、災害時に自家発電設備等を稼働させるための燃料備蓄を推進施策です。 

3. 電力小売の自由化に向けた施策 

エネルギー供給源多様化のため電力小売の自由化を進めます。再生可能エネルギー等の自立・分

散型エネルギーの導入や電気自動車・燃料電池自動車等による V2X（自動車から各家庭やビルに

電力を供給するシス テム）の標準化や普及促進活動、スマートコミュニティの形成を推進します。 



●消費者へのポイント還元支援 ：2,798 億円 

2019 年 10 月の消費税 10%への引き上げと同時に、キャッシュレス決済を行った場合に最大 5%ポイ

ント還元されるキャッシュレス・ポイント還元事業が始まります。消費者の利便性向上の観点も含め、

消費税率引上げ後の 9 カ月間（2019 年 10 月～2020 年 6 月）中小・小規模事業者によるキャッシュレ

ス手段を使ったポイント還元を支援する事業です。中小・小規模事業者における消費喚起を後押しする

だけでなく、事業者・消費者双方のキャッシュレス化する狙いがあります。中小・小規模事業者による

キャッシュレス端末の設置や手数料の支援等があり、2019 年 5 月以降中小店舗の登録が始まります。 

 

今後注目・・・省エネ基準適合義務化の動向 
 2018 年 12 月 3 日、国交省の部会で 2020 年から義務化が予定されていた「省エネ住宅の義務化」の

延期が発表されています。延期理由については、「エネルギー表示の有無が住宅資産価値の差別要素に

なる可能性がある」との事で国内での認知が進んでいなかった結果だと思われます。世界では 5 年をか

けて周知告知を行って認知度を上げていました。義務化は延期になりましたが、各大手ハウスメーカー

は構造計算・エネルギー計算標準搭載を発表。今後の性能・スペック面については数字で差別化に入る

時代です。消費者を主体に事業・販売を考えると、ライフスタイル提案が重要な時代です 


